
第 回協議会（ ）

薩摩川内市 開設作業へ移行
第 回協議会は、平成 年 月 日、川内市内で開かれ、平成 年度事業計画及び平成 年

度歳入歳出予算を承認したほか、新市 薩摩川内市 の市章候補を選定するための小委員会の

設置規程を了承した。

あいさつの中で森卓朗会長は 今後、合併に向けてしっかりと準備作業を進めたい。地方自

治体の財政情勢は非常に厳しいが、今ある財源を活用して最小の経費で最大の効果を出すため

知恵を絞る時代を迎えた。 月 日に新幹線も部分開業したが、 市町村一体となって地域資

源を生かした地域おこし、観光振興に取り組みたい と話した。

南日本新聞（ 年 月 日付朝刊）
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け、法定合併協議会
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川内市 開設作業体
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になった。



協議概要
第 回協議会の開催に先立ち、会長である森卓朗川内市長の市長任期が平成 年 月

日までであったため協議会規約に則り首長 議長会が開催され、平成 年 月 日の川内市

長選で無投票で 選を果たした森川内市長が協議会長に選任されたとの報告があった。

議案審議に入り、平成 年度事業計画及び平成 年度歳入歳出予算が審議された。

平成 年度事業計画については、協議会及び幹事会を平成 年 月から 月まで月 回

ずつ開催する予定であること、平成 年度の協議会は報告を行う場であり原則的に持ち帰

り案件はないこと、一元化の細部調整と意思決定のために随時、首長会、助役会等を開催

すること、合併準備事業、広報・広聴事業についても業務を遂行していくことが報告され

た。また、今後の合併手続きについても説明があり承認された。

平成 年度歳入歳出予算については、事業計画と併せて承認されたが、関連して電算シ

ステムに関わる予算について国、県の補助制度等への意見が出された。

このほか市章候補検討小委員会設置規程について事務局から説明があり承認された。

合併議決状況については 月議会ですべて可決されたこと、廃置分合申請については申

請書案が示され承認を受けたこと、薩摩川内市 開設準備体制については 名体制から

名体制に移行し協議会規程の一部を改正すること、その他事務の進捗状況及び専門部会等

の関連状況について事務局から報告があり承認された。

市章候補検討小委員会を設置
薩摩川内市 の市章候補を選定するため、構成 市町村の助役と学識経験者で構成す

る 薩摩川内市市章候補検討小委員会 は平成 年 月 日に第 回会議を開き、委員長

に田中憲夫氏（川内市）、副委員長に山元温治氏（東郷町）を選出したほか、候補選定要項、

候補検討スケジュールなどを決めた。

募集は 月 日から 月 日まで行われ、公募締切り後、デザイン等に関して専門的な知識

を有するアドバイザーにより、応募作品の中から 点を選定し、その中から市章候補検

討小委員会が 月に第 次選定として採用候補作品 点程度を選定。 月にさらに 点程

度に絞り込み、作品ごとに選定理由、付帯意見等を付した報告書を作成し、 月 日開催

の第 回協議会に報告される。

廃置分合（合併）議案の可決状況
市 町 村 名 提 案 日 委員会審議日 本会議議決日

川 内 市 月 日 月 日 月 日

脇 町 月 日 月 日 月 日

入 来 町 月 日 月 日 月 日

東 郷 町 月 日 月 日 月 日

祁 答 院 町 月 日 月 日 日 月 日

里 村 月 日 月 日 月 日

上 甑 村 月 日 月 日 月 日

下 甑 村 月 日 月 日 月 日

鹿 島 村 月 日 月 日 月 日

市 町 村 名 提 案 日 委員会審議日 本会議議決日

川 内 市

脇 町

入 来 町

東 郷 町

祁 答 院 町

里 村

上 甑 村

下 甑 村

鹿 島 村



知事に廃置分合（合併）を申請（ ）

平成 年 月 日の薩摩川内市誕生に向け、 月 日には廃置分合申請書を県知事に提

出し受理された。その後は、 月の県議会での議決と知事の決定を経て、 月に総務大臣に

届け出て、 月に総務大臣告示というスケジュールとなる。
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第 回協議会（ ）

新市の市章を公募へ
第 回協議会が、平成 年 月 日、祁答院町内で開かれ、平成 年度事業報告と決算を承

認。新市の市章を 月から全国公募することや、消防署の祁答院分署設置に関するスケジュー

ル、テレビ会議システム導入などが報告された。

月から事務局の職員はこれまでの 人から 人体制と強化されたが、 月からはさらに

人（併任扱い）を増員し、 人体制で新市誕生に向けた準備作業を進めることにした。

協議概要
第 回協議会の開催に先立ち、森卓朗会長は平成 年 月 日に、各市町村における合

併に係る廃置分合の議決を受けて、知事に廃置分合申請を行ったことを報告。また、県副

知事が総務省に市制施行協議書を提出したこと、平成 年 月 日に総務大臣から県との

協議に係る同意が得られるとの報告があった。

事務局体制については、平成 年 月 日に各市町村から 名の職員を動員し業務を執

り行っているが、 事業あることから、さらに 名の職員を併任職員として 月 日

から増員するとの報告があった。

また、インターネットと庁内の を結んだ情報処理システム等の整備に係る 億

千 百数十万円の補助金が内定済みであること、全体で 億 千万円程度かかること、不

足分については合併特例債を運用しながら整備をしていく予定であることが報告された。

続いて、新委員及び新顧問の紹介と委嘱状の交付があり、新委員に 月 日付で川内市

助役に再任した岩切秀雄委員、同日入来町助役に再任した石塚政揮委員、新顧問に 月

日付で川内総務事務所長に就任した宮路克夫顧問、鹿児島県総務部地方課市町村合併推進

室長に就任した古川仲二顧問が紹介され、委嘱状が交付された。

議案審議に入り、平成 年度事業報告及び決算報告並びに監査報告について承認された。

報告事項に入り、 廃置分合申請等について の経過等が報告。次に第 回薩摩川内市市

章候補検討小委員会の報告が田中憲夫委員長からあった。また、募集要項等についても説

明された。その他、 事務の進捗状況について の説明があった。

祁答院分署設置にかかるスケジュールについて の説明があり、祁答院町の今村松男委

員から祁答院分署の設置について議会の了解・地権者の了解を得たこと、建設予定地がほ

ぼ確定していることが報告された。しかしながら、一部の住民の中から祁答院町に分遣所

ができることに対し、祁答院町の救急の場合の搬送先が懸念されているとの発言があった。

これに対し事務局からは、搬送が必要な患者等の意見を尊重し、かかりつけの所にまず第

一義に搬送するということが説明された。

このほか、テレビ会議システムについて の説明があった。森卓朗会長からイントラネッ

トとの関係について質問が出され、広域のネットワークの構築の中に地域住民への効果と

いうことで計画に盛り込んであるとの報告がなされた。



薩摩川内市の廃置分合（合併）に国が同意（ ）

平成 年 月 日誕生を目
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を受け、 月 日に廃置分合申請書を県知事に提出。県は同月 日、廃置分合申請に伴う

薩摩川内市の市制施行協議書を総務省に提出していた。

今後の新市誕生までの手続きとしては、 月定例県議会での議決と知事の決定を経た後、

月に総務大臣に届け出て、 月中旬に総務大臣告示というスケジュールになる。

テレビ会議システムが運用開始（ ）

テレビ会議システムが、構成 市町村の電算ネットワークを活用し、平成 年 月 日

から運用を始めた。初期導入としてパソコンタイプの会議システムであるが、新市誕生後
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は、本庁舎や総
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なく、地区コ
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